































年齢層を除いて 10 歳階級別が大多数であり、一部の調査では 5歳階級別集
計が採用されている。したがって、以下では前回の調査よりも年齢が上昇し
た時点の（30 代ないし 20 代後半の）回収率の回復の状況を中心に分析を進
める。
　本稿における具体的な検討作業を述べれば、各種の継続意識調査の年齢層
別回収率の動向を、直近（2016 年前後）と約 10 年前の時期（2006 年前後）
との比較を中心に検討する。それ以前についてもデータが入手できた場合














にはこの 4調査の約 20 年間の回収率の推移を示した。政府広報室による 3






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































みよう。表 0─4 は、2004 年以降に実施された調査のうち若年層を細分した
回収率が公表されている調査の概要と回収率を示したものである。大部分の
























によって知ることができる。1998 年から 2016 年までの同統計によれば、市



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 0─6　20 歳以上の登録人口に占める 20代の比率
（単位　%）








1994 年 19.30 2006 年 15.11
1995 年 19.35 18.46 2007 年 14.68 13.64
1996 年 19.34 17.82 2008 年 14.27
1997 年 19.39 2009 年 13.89 13.02
1998 年 19.12 17.76 2010 年 13.52 12.57
1999 年 18.79 2011 年 13.20
2000 年 18.40 17.03 2012 年 12.22 12.64
2001 年 17.91 16.61 2013 年 12.63 12.23
2002 年 17.33 2014 年 12.44 11.65
2003 年 16.74 15.35 2015 年 12.20
2004 年 16.13 15.71 2016 年 11.99 11.71
2005 年 15.57 15.11 2017 年 11.84
1）　住民基本台帳の日本人登録者数。2013 年以前は 3 月 31 日現在、2014 年以降は 1 月 1 日現在。
2）　各都道府県の市区町村から選定された標準的な投票率を示した各 4 投票区の国政選挙時の有権者名簿に
登録された 20 歳以上の登録者。
　　1995 年は 7 月 23 日現在、150 投票区の結果。1998 年は 7 月 12 日現在、150 投票区の結果。
　　2000 年は 6 月 25 日現在、147 投票区の結果。2001 年は 7 月 29 日現在、150 投票区の結果。
　　2003 年は 11 月 9 日現在、151 投票区の結果。2004 年は 7 月 11 日現在、150 投票区の結果。
　　2005 年は 9 月 11 日現在、146 投票区の結果。2007 年は 7 月 29 日現在、142 投票区の結果。
　　2009 年は 8 月 30 日現在、188 投票区の結果。2010 年は 7 月 11 日現在、188 投票区の結果。
　　2012 年は 12 月 16 日現在、188 投票区の結果。2013 年は 7 月 21 日現在、188 投票区の結果。














開始月1） 2 月 5 月 8 月 11 月
2006 年2）3） ─ （44.9） （34.3） （32.6）
2007 年 （39.8） 44.9 42.1 52.4
2008 年 47.0 44.5 44.3 50.9
2009 年 51.2 51.3 49.2 50.4
2010 年 50.7 49.6 45.9 48.4
2011 年 44.8 48.0 45.3 46.4
2012 年 46.5 48.0 43.9 46.9
2013 年 46.7 44.6 48.6 47.9
2014 年 45.0 41.2 44.1 44.8
2015 年 46.1 46.3 43.7 42.8
2016 年 39.4 46.5 40.0 46.4
2017 年 41.3 39.3 ─
2007 年 5 月 
以降平均
45.9 45.8 44.7 47.7
同上最高 51.2 51.3 49.2 52.4
同上最低 39.4 39.3 40.0 42.8
1）　標本抽出は、実地調査開始の約 3 か月前と推測される。
2）　2006 年 5 月以降は往復郵送法による回収率。
　　2006 年 2 月までは、訪問留置き法。
3）　2007 年 2 月調査までは、調査期間は 15～20 日。
　　2007 年 5 月調査からは調査期間は 25 日～29 日。
　　なお、2006 年 5 月～2017 年 5 月の発送日は、合計 42 回のうち水曜日が 11 回、










の月次変動1）（前年 10 月～当年 9月の平均=100）
調査時期
1996 年 10 月 
～2004 年 9 月
2006 年 10 月 
～2016 年 9 月2）
年齢層 全年齢3） 全年齢5）
20 代4） 20 代6）7）
前年 10 月 100 101 101 100
前年 11 月 99 100 99 105
前年 12 月 98 95 99 98
1 月 101 101 101 95
2 月 99 92 99 95
3 月 98 91 99 95
4 月 101 103 100 110
5 月 102 106 102 105
6 月 101 106 100 102
7 月 101 99 100 102
8 月 100 96 99 95
9 月 101 105 100 98
1）　抽出標本の年齢構成は、住民基本台帳の直近の年齢構成で代用して回収
率を算出した。
　　抽出標本総数は 2016 年 6 月実施分（1975）を除き 2000。











年次において 12 月から 3月までと 8月実施分が低くなっている。両者とも
季節変動はかなり大きいといえる。
　つぎに政府広報室による面接調査における 20 代の四半期別の回収状況を
みてみよう。表 0─9 は、最近 20 年余りの期間において政府広報室による調
査における 20 代についての男女別回収率の水準を前半と後半の 10 年間前後
の期間に区分別に示したものである。ただし、この表では低回収率の調査が











実施時期1） 調査件数 男性 女性
1994 年度 
～2004 年度
4～6 月 29 52.3 59.7
7～9 月 39 50.2 58.7
10～12 月 45 50.5 58.0




4～6 月 20 40.3 45.0
7～9 月 36 39.9 45.3
10～12 月 26 40.5 45.4







































4）　住民基本台帳への外国人住民の登録は、2012 年 7 月以降である。なお、住民基本
台帳の 20 歳以上の登録者に占める外国人住民の比率は 2013 年 3 月 31 日現在約
















　表 1─1～表 1─3 には、内閣府政府広報室
1）
による面接方式の 3本の年次調








も男女とも若年ほど低い。各コーホートとも 2006 年・2007 年には 10 年前
と比べて全般に低下傾向がみられるが、2016 年・2007 年には 10 年前の対応
する年齢層よりも大幅に上昇している。



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































傾向がみられるが、2016 年分の 30 代の回収率では男女とも 10 年前の 20 代
よりも若干上昇している。20 代の回収率よりも 10 年後の 30 代の回収率が






















































































































































































































































































































































































































































ているが、2016 年分の女性 30 代では 10 年前よりも若干上昇している（表 1
─3）。男性 60 代、女性 40 代でも若干上昇している。他方、男性 30 代はじめ
大部分の年齢層では上昇はみられない。
　つぎに政府機関によってほぼ 10 年間隔で実施された調査のうち表 1─1～
表 1─3 において示した各年次調査において回収率の急落が生じた時期に近い





1986 年 1995 年 2006 年 2016 年
3 月 11 月 7 月 7 月
性別 年齢2）
男性 全年齢 74.5 67.6 57.7 56.8
20 代 ─ ─ ─ 43.7
30 代 ─ ─ 35.1 50.5
40 代 ─ 49.8 48.4 50.4
50 代 59.6 60.2 51.9 55.4
60 代 73.8 66.7 58.8 66.8
女性 全年齢 83.5 76.0 62.3 64.1
20 代 ─ ─ ─ 45.1
30 代 ─ ─ 45.3 62.8
40 代 ─ 60.6 55.6 59.9
50 代 75.8 74.4 64.9 74.2
60 代 85.9 77.9 66.3 75.8
1）　調査期間はいずれも 11 日間。










別回収率（表 1─4）では、各年次とも 60 代以下の年齢層では男女とも若年






1993 年 2005 年 2014 年
2 月 9 月 7 月
性別 年齢2）
男性 全年齢 69.9 58.8 57.5
20 代 ─ ─ 36.7
30 代 ─ 36.9 47.1
40 代 54.0 46.9 53.9
50 代 68.5 56.3 64.0
60 代 71.8 62.0 67.8
女性 全年齢 80.2 67.3 64.7
20 代 ─ ─ 40.8
30 代 ─ 41.3 66.5
40 代 66.3 64.5 67.9
50 代 83.7 70.7 69.0
60 代 82.9 67.3 75.2
1）　1993 年 2 月分は「環境保全に関する世論調査」。
2）　調査期間はいずれも 11 日間。





が認められる。特に 30 代の男女において約 10 年前と比べて 15％前後の大





較すると、全年齢では大きな変動はないが、女性 50 代を除く 60 代以下の大
部分の年齢層において上昇がみられる。特に女性 30 代において約 25％、男





2007 年 2016 年
9 月 11 月
性別 年齢2）
男性 全年齢 55.4 58.3
20 代 ─ 44.0
30 代 37.3 51.7
40 代 48.2 48.7
50 代 50.2 60.0
60 代 54.9 63.5
女性 全年齢 62.3 62.6
20 代 ─ 39.3
30 代 45.6 57.8
40 代 60.3 68.6
50 代 59.1 68.4
60 代 65.4 73.3
1）　調査期間はいずれも 11 日間。








2016 年調査と約 9年前のほぼ対応する年齢層と比較すると、40 代の男性を
除く各年齢層において大きく上昇している。特に男女の 30 代では約 9年前
と比べて約 15％の大幅な上昇が認められる。
　「食育に関する世論調査」は、2007 年 3 月には内閣府食育推進室によっ





2007 年 3 月 2016 年 11 月
11 日間 25 日間
性別 年齢2）
男性 全年齢 56.9 57.7
20 代 ─ 36.4
30 代 43.0 50.3
40 代 46.5 54.4
50 代 50.0 57.2
60 代 61.0 70.2
女性 全年齢 64.9 66.8
20 代 ─ 51.6
30 代 49.5 57.0
40 代 63.9 67.8
50 代 67.4 76.9
60 代 66.4 75.6
1）　2016 年調査の年齢は調査時点のもの。






回収率（表 1─7）をみると、両年次とも男女の 50 代以下および男性 60 代の
年齢層では若年ほど低く、男性は各年齢層とも女性よりも低い。2016 年調
査と約 9年 8か月前のほぼ対応する年齢層と比較すると、比較的小幅な上昇







調査時期 2001 年 8 月 2010 年 8 月2）
調査期間 21 日間 18 日間
調査方法 面接
男性 20 歳以上計 67.2 20 歳以上計 59.1
─ ─ 20 代 42.7
20 代 50.8 30 代 49.3
30 代 61.7 40 代 52.2
40 代 60.2 50 代 59.9
50 代 68.9 60 代 71.9
60 代 78.1 70 代 74.2
女性 20 歳以上計 73.7 20 歳以上計 67.5
─ ─ 20 代 36.1
20 代 52.5 30 代 67.0
30 代 69.4 40 代 67.6
40 代 71.6 50 代 74.7
50 代 79.9 60 代 78.9






の実施間隔は約 9年（2001 年と 2010 年のそれぞれ 8月に実施）である。
2010 年分時点の各年齢層より 10 歳若い年齢層の 2001 年分の結果は 9年後
の 2010 年分の約 9割と対応していることになる。これらの調査は、参議院
選挙の投票日のおよそ 2か月以内に、20 日間前後の調査日程で実施されて
いる。調査内容は両年次とも参議院選挙に関連するほぼ同一のものである。
両年次の回収率は、男女とも 20 代が最も低く、30 代～60 代は年齢が高くな
るほど上昇している。2010 年調査の年齢層別回収率を 2001 年分のほぼ対応
する年齢層の回収率と比較すると、2010 年には大部分の年齢層において







































も低く、30 代から 60 代は年齢が高くなるほど上昇している。2017 年の結果
を、2007 年の対応する年齢層と比較すると、2017 年の 30 代と 60 代の回収
率は 2007 年のほぼ対応する年齢層の回収率よりも上昇している。これに対








調査時期 2007 年 2 月 2017 年 2 月 2007 年 5 月 2017 年 5 月 2007 年 8 月
調査期間 20 日 27 日 25 日 27 日 27 日
発送日 水曜日 水曜日 金曜日 金曜日 水曜日
20 歳以上計 48.9 54.4 54.5 55.0 54.5
年齢
20 代 ─ 41.3 ─ 39.3 ─
30 代 39.8 53.3 44.9 49.4 42.1
40 代 43.4 50.9 49.6 52.5 51.6
50 代 52.1 56.5 58.0 62.8 56.3
60 代 54.8 67.5 62.7 64.9 60.5
1）　年齢層別回収率は、公表されている抽出標本・回収標本の年齢構成および全体の回収率から筆者が計算
した。














住民基本台帳における比率をほぼ毎回小幅ながら下回っている（例外は 2006 年 5









を 1973 年～2013 年について示した。この調査は、9月に実施された 1983 年
を除き、6月または 10 月に実施されている。調査期間は、1973 年（3日
間）・1998 年（台風の影響のために 3日間に延長）を除き土曜日・日曜日の
2日間（1983 年以降の補完日は月曜日）である。各年次とも対象は 16 歳以




男性の 20 代の回収率は、10 年前の 10 代後半と比べて 30％近い大幅な低下
全国を対象地域とする継続意識調査の年齢層別回収率の最近の動向について（山田）
─ 50 ─
となっている。30 代以上では 10 年前と比べて最大でも数％程度の低下また
はほぼ同水準であった。また、20 年前の 1993 年と比べると 2013 年の 40 代
～60 代の男性では対応する 20 年前の 20 代～40 代の回収率よりも 5～10％
前後低い。
　女性でも 2013 年の 20 代の回収率は、10 年前の 10 代後半と比べて約 25％
の大幅な低下となっている。30 代では 10 年前の 20 代と比べて約 13％の大
幅な上昇となっている。40 代以上では 10 年前と比べて大きな変化はなく、
また 20 年前の 1993 年と比べても 2013 年の 40 代～60 代では 20 代の回収率
とほぼ同水準が数％程度の低下である。
　つぎに統計数理研究所による「国民性調査」の回収率をみてみよう。表 2
─2 には 1973 年～2013 年
1）
の年齢層別回収率を示した。この調査は、各年







　2013 年調査の回収率を 5年前の調査と比較すると、全体では 2％程度の低
下であるが、30 代前半では約 2％上昇している。逆に 40 代前半・同後半、
50 代後半において数％低下している。また、10 年前の調査と比較すると、




































































































































































































































































































































































































1983 年 1988 年 1993 年 1998 年 2003 年 2008 年 2013 年
20 歳以上計1）2） 73.8 61.4 69.2 63.8 56.0 51.6 49.5
20─24 歳 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 35.6
25─29 ─ ─ ─ ─ ─ 35.2 36.9
30─34 ─ ─ ─ ─ 34.2 42.5 44.4
35─39 ─ ─ ─ 47.6 37.5 45.9 45.5
40─44 ─ ─ 54.1 50.4 47.4 56.1 48.3
45─49 ─ 54.4 58.2 56.5 55.0 48.1 43.7
50─54 63.7 57.2 69.5 60.7 56.4 51.0 52.1
55─59 71.9 60.1 70.8 63.7 53.8 57.5 53.1
60─64 72.6 61.6 69.8 66.7 59.3 52.5 52.9
65─69 74.4 64.6 69.9 66.7 61.4 59.2 56.2
70─74 75.4 61.2 68.6 68.9 69.9 62.0 63.4
75─79 78.0 63.2 72.8 76.2 67.6 62.4 57.9
80─84 76.1 66.7 77.1 72.4 ─ 56.0
1）　K 型調査票と M 型調査票の合計





　表 3─1 には、読売新聞社によって 1987 年 3 月および 1991 年 3 月からそれ
ぞれ約 10 年後、約 20 年後実施された調査の 10 歳階級別の回収率を示した。
これらの調査の対象年齢層はいずれも 20 歳以上である。読売新聞社による




　各年次の回収率は、20 代が最も低く、30 代から 60 代は年齢が高くなるほ
ど上昇するという共通のパターンとなっている。「疑似コーホート」の回収
率を 10 年前と比較すると、2007 年・2011 年の 30 代ほか 2007 年の 40 代・
50 代において 5～10％程度低下している。他の「疑似コーホート」の回収率
は、2007 年の 60 代において 3％程度の小幅の上昇がみられるほかは、いず
れも前回並みであった。20 年前と比べると、2011 年の 40 代と 60 代におい




1987 年3） 1997 年4） 2007 年5） 1991 年7） 2001 年8） 2011 年9）
年齢2） 3 月 3 月 3 月 年齢6） 3 月 3 月 1 月
20 歳以上計 73.3 65.4 58.0 20 歳以上計 69.9 64.9 57.8
20 代 ─ ─ 46.7 20 代 ─ ─ 43.1
30 代 ─ 59.7 49.1 30 代 ─ 55.8 47.5
40 代 64.1 64.4 55.2 40 代 59.0 57.6 56.4
50 代 71.1 63.2 59.5 50 代 72.4 59.4 57.4














の調査は 1960 年代からほぼ毎月上旬の土曜日・日曜日を含む 4日間に実施
されている。対象者の年齢の下限は 2016 年 9 月調査まで 20 歳であったが、




た方法によって算出した「代用回収率」を 1993 年 10 月～1994 年 9 月分・
2003 年 10 月～2004 年 9 月分・2013 年 10 月～2014 年 9 月分の 3期間につい





は、他の調査と共通である。2013 年 10 月～2014 年 9 月分調査の全年齢層に
ついての回収率は 10 年前と比べて約 6％低下しているが、年齢層別回収率
は 30 代では 10 年前と比べて大幅に上回っている。他方、40 代～60 代では
10 年前と比べて下回っている。また、前回調査と同年齢層の回収率は、20
代ではほぼ同水準であるが、30 代以上では低くなっている。
　また、全年齢層についての回収率は 20 年前と比べて約 7％低下している
が、年齢層別回収率は 40 代では 20 年前と比べて大幅に上回っている。他
方、50 代・60 代では 20 年前と比べて下回っている。
（2）　郵送法による調査
　表 3─3 には、朝日新聞社による往復郵送法によって 2004 年・2007 年とそ
れぞれ約 10 年後に実施された調査結果を示した。調査票の発送日から締切
日までの期間は 4調査とも 35 日以上とほぼ共通である。2017 年調査の対象






て、（1）2004 年・2014 年、（2）2007 年・2017 年について「代用回収率」を
年齢層別に算出した。
　4調査における回収率は、20 代が最も低く、40 代～60 代は年齢が高くな
るほど上昇するという共通の傾向がみられる。（1）では全体の回収率は 10
年後に約 10％低下している。調査の主題が 2004 年調査では比較的回答しや
すい「防災」であるのに対して、2017 年調査では回答がやや難しい「憲法」
であることも作用しているかもしれない。（2）では全体の回収率の 10 年後
に約 5％低下している。主題は、2007 年調査では「政党」、2017 年調査では
「憲法・安全保障」と比較的類似のものであった。
　年齢層別回収率をみてみると、（1）では 2014 年調査の 30 代の回収率は
10 年前の 20 代よりも 10％近く高いが、他の年齢層の回収率は 10 年前の対
応する年齢層よりも 10～15％低下した。（2）では 2017 年調査の 30 代と 60
代の回収率は 10 年前の対応する年齢層よりもいずれも約 6％高いが、40
表 3─2　時事通信月次世論調査の年齢層別回収率1）の推移
（単位　%）
2013 年下期・2014 年上期と 10 年前・20 年前
調査時期
1993 年 10 月～
1994 年 9 月 2）
2003 年 10 月～
2004 年 9 月 2）
2013 年 10 月～
2014 年 9 月 3）
年齢計4） 70.8 71.0 64.2
20 代 ─ ─ 50.2
30 代 ─ 50.9 67.3
40 代 42.9 74.8 69.1
50 代 75.0 79.7 70.8
60 代 81.3 79.6 66.9
1）　回収標本・住民基本台帳の年齢構成および全体の回収率から筆者が算出した「代用回収率」。
2）　住民基本台帳の年齢構成データは 3 月 31 日現在。
3）　住民基本台帳の年齢構成データは 1 月 1 日現在。





代・50 代の回収率は 10 年前の対応する年齢層よりも約 4％低かった。
（3）　留置き法による調査
　表 3─4 には、毎日新聞社による訪問留置き法による 3回の調査結果を、
2012 年の結果と他の 2年次分を年齢層が対応するように示した。この調査







2004 年 2014 年
発送日
2007 年 2017 年






3 月 31 日
同年 






3 月 31 日
同年 
1 月 1 日







計画標本数 3000 人 同左 計画標本数 3000 人 同左
全体3） 77 68 全体5） 72 67
年齢4） 年齢6）
20 代 ─ 46 20 代 ─ 46
30 代 58 67 30 代 54 60
40 代 70 64 40 代 63 59
50 代 87 70 50 代 77 73




2）　「10 月下旬から 12 月中旬」。
3）　2004 年・2014 年とも 20 歳以上。
4）　年齢は 2014 年調査時と相当する 2004 年調
査の年齢層。
6）　2007 年は 20 歳以上。2017 年は 18 歳以上。













30 代～60 代は年齢が高くなるほど上昇する傾向は共通である。他方、10 代
後半の回収率は 3年次とも 20 代よりも高い。
　2012 年調査の回収率と 2002 年調査を比較すると、半数が 2002 年の 10 代
後半に相当する年齢層である 20 代では大幅な低下となっている。他方、30
代・40 代の回収率は 10 年前の 20 代とほぼ同水準であった。50 代以上では
大幅な低下となっている。1993 年調査とは、調査間隔が 1年短いが、回収
率の変動傾向は 2002 年とほぼ同様であった。
　表 3─5 には、日本新聞協会が訪問留置き法によって 2001 年以降隔年に実
施している「全国メディア接触・評価調査」の 2015 年実施分と 2005 年実施
分の年齢層別回収率を、2015 年調査の年齢層に 10 年前の 2005 年調査の 10
歳下の年齢層に対応させて示した。2005 年・2015 年とも実地調査は、中央
調査社が担当した。調査の主題・質問の量は両年次ともほぼ同様である。対
象年齢層は、2005 年は 15 歳以上 69 歳以下、2015 年は 15 歳以上 79 歳以下
である。
　年齢層別回収率は、両年とも 20 代が最も低く、30 代～60 代ないし 30 代
～70 代は年齢が高くなるほど上昇している。他方、10 代後半の回収率は 30
















年齢2） 1993 年3） 2002 年4） 2012 年5）
実施時期 9 月 9 月 9 月
16 歳以上計 70.0 64.1 55.9
16 歳～19 歳 ─ ─ 51.2
20 代 ─ 59.8 41.2
30 代 65.3 49.2 49.2
40 代 63.5 62.6 60.5
50 代 74.1 71.1 63.1





3）　母集団の年齢構成は 1993 年時点 3 月末時点の住民基本台帳人口で代用。
4）　母集団の年齢構成は 2002 年時点 3 月末時点の住民基本台帳人口で代用。
5）　最後の留置き法。2013 年以降郵送法に変更。














2005 年 10 月 2015 年 11 月
25 日間 26 日間
男性 15～69 歳計 53.9 15～69 歳計2） 51.0
─ ─ 15～19 歳 55.3
15～19 歳 51.0 20 代 41.0
20 代 45.4 30 代 45.4
30 代 52.0 40 代 52.4
40 代 55.5 50 代 46.8
50 代 54.6 60 代 63.1
60 代 62.6 70 代 54.7
女性 15～69 歳計 60.9 15～69 歳計2） 58.5
─ ─ 15～19 歳 52.6
15～19 歳 61.8 20 代 43.2
20代 54.4 30 代 59.2
30 代 60.6 40 代 61.7
40 代 64.8 50 代 61.0
50 代 60.5 60 代 64.3
60 代 63.9 70 代 57.2





に 20 代であった年齢層の回収率は、約 10 年後、約 20 年後、約 30 年後の調
査ではやや上昇しているが、基準時の 30 代の回収率のレベルには到達して
いない。転居が多いために抽出名簿上の住所には居住していない場合が多い







社）では比較の基準時（1997 年ないし 2001 年）に 20 代であった年齢層の










　留置き調査では、比較の基準時（約 10 年前ないし約 20 年前）に 20 代で
あった年齢層の回収率は、10 年後、20 年後の調査では大きな変動はみられ
なかった。





















　下記のうちインターネット上の文書は、2017 年 9 月に収録を確認した。新聞記
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